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はじめに
　平成２３年３月１１日午後２時４６分，三陸沖を震源とした東北地方太平洋沖地震は，最大震度

７，マグニチュードは日本観測史上最大の９．０の超巨大地震でした。地震発生後３０分から１時

間後に沿岸に到達した最大２０ｍを超える巨大津波は，海岸防潮堤や河川堤防を越えて多くの

尊い人命と財産を一瞬のうちに奪い去りました。

　宮城県では，死者行方不明者が１万１千名を超え，住家等の全壊半壊は２４万棟に達し，被害

額は９兆円を超えました。巨大津波により沿岸部の住宅・社会資本が壊滅的な被害を受けました。

　本県では，今回の震災で得られた教訓を踏まえ，震災前の状態に戻す単なる復旧ではなく，将

来を見据えた新しい日本のモデルとなるような県土づくりを目指し，美しいふるさと宮城の再生とさ

らなる発展に向けた取組を推進しています。

　県民の安全で安心な暮らしを支える社会資本整備においては，土木建築行政分野の部門別

計画である宮城県社会資本再生・復興計画の基本理念として，「次世代に豊かさを引き継ぐこと

のできる持続可能な宮城の県土づくり」を掲げ，災害に対し粘り強い県土構造への転換を図るほ

か，高台移転，職住分離，多重防御による大津波対策など，沿岸防災の観点から被災教訓を活

かした「災害に強いまちづくり宮城モデルの構築」に全力で取り組んでいます。

　本稿においては，「災害に強いまちづくり宮城モデル」として，安心安全なまちづくりに向けた新

しい津波防災の考え方や震災教訓を踏まえた新しいまちづくり，住まいの早期復旧，災害に強い

社会資本整備に向けた防災道路ネットワークの整備，早期復旧と復興の加速化に向けた施工確

保対策とともに，震災教訓の伝承などの取組とそのプロセスを取りまとめております。

　宮城県としましては，これらの取組を後世にしっかりと伝えていくとともに，南海トラフの巨大地震

が懸念されている地域をはじめ全国の都道府県や市町村などの防災対策にご活用いただけれ

ば幸甚に存じます。

　

　最後になりますが，全国の皆様からの多大なる御支援と御協力をいただきながら，県土の復

旧・復興を進めることができました。皆様の御支援と御協力には，心から感謝申し上げます。
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